
○住んで「ばんだい」住宅取得支援事業補助金交付要綱 

令和６年５月２９日 

令和６年磐梯町訓令第２１号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本町への移住及び定住の促進、地域の活性化と人口減少対策

を図ることを目的に、町内へ移住するため住宅を取得した者（以下「移住者」と

いう。）並びに町内に定着を図るため新たに住宅を取得した者（以下「定住者」

という。）に、予算の範囲内で補助金を交付することについて、磐梯町補助金等

の交付等に関する規則（平成４年磐梯町規則第６号。以下「規則」という。）に

定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

（１）住宅 自己の居住の用に供する家屋で、玄関、居室、トイレ及び台所を備

える住宅をいう。ただし、併用住宅の場合は、居住部分の延べ床面積が建物全

体の延べ床面積の２分の１以上あるものをいう。 

（２）新築住宅 自己の居住の用に供するために新たに建築又は購入する住宅で

あって、建築後使用されていないものをいう。 

（３）中古住宅 自己の居住の用に供するために過去に住居用として使用されて

いた住宅をいう。 

（４）居住用床面積 専ら自己の居住の用に供する部分の延べ床面積をいう。 

（５）定住 基準日以降、１０年以上継続して町内に本拠を置き、当該住宅に住

居を定め住民基本台帳に記載されていること。 

（６）移住 町内へ異動し、定住することをいう。 

（７）取得 自己の居住の用に供するため、町内の新築住宅又は中古住宅を工事

請負契約又は売買契約（以下「契約」という。）により取得し、自己の名義で

所有権保存登記又は所有権移転登記を完了することをいう。 



（８）基準日 注文住宅にあっては、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）

第７条第５項又は同法第７条の２第５項の規定による検査済証（以下「検査済

証」という。）の発行日。建売住宅にあっては、売買契約締結日。 

（９）子育て世帯 基準日において、１８歳に達する月以降の最初の３月３１日

までの間にある就労していない子がいる世帯（補助金の交付申請時においては

妊娠中の子も含む）。 

（１０）一般型誘導居住面積水準 住生活基本計画（住生活基本法（平成１８年

法律第６１号）１５条第１項に規定する全国計画をいう。）に規定する水準を

いう。 

（補助対象住宅） 

第３条 補助金の交付の対象となる新築住宅及び中古住宅（以下「対象住宅」とい

う。）は、次の各号に掲げる要件の全てに該当するものとする。 

（１）建築基準法等の関係法令に適合していること。 

（２）居住住宅の延べ床面積は、「一般型誘導居住面積水準」を満たすこと。 

（３）昭和５６年５月３１日以前の旧耐震基準で建築された住宅を取得する場合

には、耐震診断を完了していること。 

（４）不動産登記を行うことが可能であること。 

（５）三親等以内の親族から取得したものでないこと。 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付を受けることができる者は、次の各号に掲げる要件の全てに

該当する者とする。 

（１）補助金交付年度内に移住若しくは定住が完了していること。 

（２）対象住宅の所有者（持ち分が２分の１以上）であること。 

（３）補助対象者及び同一世帯の者全員が、市町村税等を滞納していないこと。 

（４）補助対象者及び同一世帯の者全員が、磐梯町暴力団排除条例（平成２３年

磐梯町条例第１９号）に規定する暴力団員等でないこと。 

（補助対象経費等） 



第５条 この補助金の交付の対象となる経費は、住宅の取得に要した経費とし、次

の経費を除いたものとする。 

（１）土地取得費 

（２）外構工事等に要する経費 

（３）併用住宅における住宅部分以外に係る経費 

（４）国又は地方公共団体が行う他の補助金等を活用する場合の当該対象経費 

（補助金の額） 

第６条 補助基本額及び加算額は、別表のとおりとする。 

２ 前項に規定する補助金のほか、県外からの転入者で、「来て ふくしま 住宅

取得支援事業実施要綱」（平成２９年８月２１日付け２９建第１０５８号福島県

土木部長通知）に定める要件を満たす場合には、当該事業の補助金交付要綱に基

づき算出した額を加算する。ただし、県の予算の範囲内で交付される額を限度と

する。 

３ この補助金の額は、前条に規定する経費の２分の１を乗じて得た額と前２項の

額を合算した額のうち、いずれか低い額（１，０００円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てた額とする。）とする。 

４ この補助金の交付は、同一補助対象者につき１回限りとする。 

（補助金の交付申請） 

第７条 規則第６条第１項に規定する申請書は、住んで「ばんだい」住宅取得支援

事業補助金交付申請書（様式第１号。以下「交付申請書」という。）によるもの

とし、補助金の交付を受けようとする者（以下「補助対象者」という。）は、次

の各号に掲げる書類を添付して、基準日から起算して６か月以内に町長に申請し

なければならない。 

（１）売買契約書の写し又は工事請負契約書の写し 

（２）検査済証の写し（当該住宅を新築した場合に限る。） 

（３）耐震診断を受けたことが確認出来る書類（昭和５６年５月３１日以前の旧

耐震基準で建築された住宅を取得する場合に限る。） 



（４）居住部分の床面積が確認できる図面（平面図等） 

（５）承諾書兼誓約書（様式第２号） 

（６）世帯全員の住民票の写し 

（７）市町村が発行する世帯全員の納税証明書 

（８）町内事業所との雇用関係が分かる書類（加算を申請する場合） 

（９）農業経営計画又は青年等就農計画認定書の写し（加算を申請する場合の

み） 

（１０）前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定） 

第８条 町長は、前条の規定による申請があった場合には、速やかにその内容を審

査し、補助金の交付が適当であると認めるときは補助金の交付を決定し、住んで

「ばんだい」住宅取得支援事業補助金交付決定通知書（様式第３号）により補助

対象者に通知するものとする。 

２ 町長は、申請の内容が適正と認められないときは、住んで「ばんだい」住宅取

得支援事業補助金不交付決定通知書（様式第４号）により当該補助対象者に通知

するものとする。 

（変更の承認申請） 

第９条 規則第８条第１項の規定に基づき、交付申請書の内容を変更するときは、

補助対象者は、住んで「ばんだい」住宅取得支援事業補助金変更（中止・廃止）

承認申請書（様式第５号）を町長に提出しなければならない。 

２ 町長は、前項の規定により補助金交付の変更申請があったときは、速やかに変

更内容を精査したうえで補助金の交付変更決定を行い、住んで「ばんだい」住宅

取得支援事業補助金交付変更通知書（様式第６号）により通知するものとする。 

（実績報告） 

第１０条 規則第１５条の規定による実績報告は、住んで「ばんだい」住宅取得支

援事業補助金実績報告書（様式第７号）に次に掲げる書類を添付して、住宅を取

得した日から起算して３か月を経過する日、又は補助金の交付決定があった日の



属する年度の３月３１日のいずれか早い日までに行わなければならない。 

（１）移住後の世帯全員分の住民票の写し 

（２）補助対象住宅の登記事項証明書の写し 

（３）補助対象住宅の写真 

（４）取得に要した費用が確認できる書類（領収書等） 

（５）前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第１１条 町長は、前項の規定による報告を受けた場合においては、当該報告書等

の書類の審査及び必要に応じて現地調査等により、その報告に係る補助事業の成

果が補助金の交付の決定内容及びこれに付した条件に適合するものであるかを調

査し、適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、住んで「ばん

だい」住宅取得支援事業補助金交付額確定通知書（様式第８号）により補助対象

者に通知するものとする。 

（補助金の交付の請求） 

第１２条 補助対象者は、前条の規定による補助金額確定の通知を受けたときは、

速やかに住んで「ばんだい」住宅取得支援事業補助金交付請求書（様式第９号）

を町長に提出しなければならない。 

（補助金の交付） 

第１３条 町長は、前条の規定による請求を受理したときは、速やかに当該補助金

を補助対象者に支払うものとする。 

（補助金の返還） 

第１４条 町長は、次の各号のいずれかに該当するときは、交付した補助金の全部

又は一部の返還を命ずることができる。 

（１）虚偽の申請またはその他不正な行為により補助金の交付を受けたとき。 

（２）補助金の交付を受けた者が、入居した日から１０年未満に対象住宅に定住

しなくなったとき。 

（３）その他、町長が相当の理由があると認めたとき。 



２ 前項第２号の規定により補助金の返還を命ずる金額は、入居後の年数に応じ、

次のとおりとする。 

（１）１年以内のときは、補助金の全額 

（２）１年を超え３年以内のときは、補助金の１０分の８の額 

（３）３年を超え５年以内のときは、補助金の１０分の６の額 

（４）５年を超え７年以内のときは、補助金の１０分の４の額 

（５）７年を超え１０年未満のときは、補助金の１０分の２の額 

３ 補助金の返還請求を受けた者は、当該請求額を町長が定める期限までに返還し

なければならない。 

（会計帳簿等の整理等） 

第１５条 この補助金の交付を受けた者は、当該補助事業等に係る収支状況を記載

した会計帳簿その他の書類を整備し、補助事業の完了した日の属する会計年度の

翌年度から起算して１０年間保存しなければならない。 

（その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この要綱は、公布の日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

 （磐梯町定住促進事業補助金交付要綱の廃止） 

第２条 磐梯町定住促進事業補助金交付要綱（令和２年訓令第５号）は、廃止す

る。 

 （経過措置） 

第３条 この要綱による廃止前の磐梯町定住促進事業補助金交付要綱第１４条に

規定する返還に係る処分は、この条例の施行後も、なおその効力を有する。 
 
 
 



別表（第６条関係） 

区分 要件 補助金額 

補助基本額 

新築住宅を取得した場合 ７０万円 

中古住宅を取得した場合 ５０万円 

加 

算 

額 

１．年齢に関する加算額 

２０歳から３０歳未満に該当する場合 ３０万円 

３０歳から４０歳未満に該当する場合 １０万円 

２．子育て世帯に関する加

算額 

・子ども一人あたり 
（加算合計額は、上限１００万円とす

る。） 
２５万円 

３．就業や雇用の促進に関

する加算額 

・町内事業所に従事する場合 
・認定農業者、認定新規就農者のいずれか

に該当する場合 
１０万円 

 


